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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期

第３四半期連結
累計期間

第45期
第３四半期連結
会計期間

第44期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年12月31日

自平成20年10月１日
至平成20年12月31日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高（百万円） 600,161 146,109 940,537

経常利益（百万円） 54,789 9,337 100,564

四半期（当期）純利益（百万円） 25,451 3,226 55,985

純資産額（百万円） － 343,861 346,618

総資産額（百万円） － 874,830 833,096

１株当たり純資産額（円） － 1,431.38 1,446.55

１株当たり四半期（当期）

純利益（円）
119.00 15.08 271.00

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）　
118.87 15.08 270.23

自己資本比率（％） － 35.0 37.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△21,686 － △9,564

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△47,151 － △51,311

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
50,218 － 91,692

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 45,461 68,726

従業員数（名） － 17,735 16,117

　（注）１　提出会社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

当連結グループは、提出会社、親会社、子会社62社、関連会社23社で構成され、建設機械及び産業車両の製造・販売・

サービス・レンタル、更に半導体製造装置の製造・販売を行っております。

　当第３四半期連結会計期間において、事業内容の変更はありません。

なお、事業の種類別セグメントにかかる関係会社の異動は次のとおりです。

<半導体製造装置事業>

　 提出会社と連結子会社である日立建機ファインテック株式会社は、平成20年10月１日付で提出会社を存続会社とす

る合併を行いました。 

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

なお、提出会社と連結子会社である日立建機ファインテック株式会社は、平成20年10月１日付で提出会社を存続会社

とする合併を行いました。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（名） 17,735(2,924)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しており

ます。

 

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（名） 3,931(760)

（注）１　従業員数は就業人員であり、上記(１)連結会社の状況の内数であります。

　　　　２　臨時従業員数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

EDINET提出書類

日立建機株式会社(E01585)

四半期報告書

 3/39



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。

製品 金額（百万円）

建設機械 152,728

産業車両 17,618

半導体製造装置 0

合計 170,346

　（注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注実績

　当連結グループの製品は、そのほとんどが見込生産のため受注実績の記載は省略しております。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。

品目 金額（百万円）

製品     

建設機械 89,037

産業車両 16,370

半導体製造装置 46

小計 105,453

サービス他 40,656

合計 146,109

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

 契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

日立建機株式会社
川崎重工業株式会社

TCM株式会社
日本 ホイールローダ 共同開発

平成20年10月31日から

平成30年10月31日まで 
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当連結グループが判断したものであります。

　

(1)業績の状況

　当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日～平成20年12月31日）は、米国発の金融危機の影響により、実体経

済が世界的に急速に悪化しました。

　一方、原材料価格は秋以降、一部下降傾向にあるものの、当第３四半期連結累計期間では総じて高止まりで推移し

ました。また、為替は想定を上回る大幅な円高が進行するなど、当連結グループを取り巻く事業環境は厳しい状況に

なりました。

　米国、欧州、日本の需要減少に加え、これまで経済拡大に伴い活発なインフラ投資が行われていたロシア、インド、

中近東などにおいても景気は急減速しており、油圧ショベルをはじめとする建設機械の世界需要は前年同期に比べ

大幅に減少しました。

　このような急激な需要減退に対応するため、当連結グループは生産・出荷調整に注力し、適正な在庫水準の維持に

取り組んでまいりました。

　また、当連結グループは既に、一部資源価格の下落傾向を踏まえた資材費の抑制・低減、及び全グループにおける

大幅な固定費低減に向けた取組みを開始するなど、緊急かつ強力に対策を講じてまいりました。

　このような状況下、当連結グループの業績は、売上高は1,461億９百万円、経常利益は93億３千７百万円、四半期純

利益は32億２千６百万円となりました。 

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①建設機械事業 

　建設関連製品については、新型油圧ショベル「ZAXIS-３型」シリーズ、新型ホイールローダ「ZW」シリーズの一　　層

の拡販に加え、後方超小旋回型ミニショベル「ZX U-３型」シリーズや、新型タイヤローラの発売を開始するなど、ラ

インアップの充実に取り組みました。

　また、次なる基軸製品の一つとして位置づけているホイールローダ事業の更なる発展・拡大を目指し、川崎重工業株

式会社、TCM株式会社及び当社の３社で共同研究開発を行うこと、また川崎重工業株式会社がホイールローダ事業を分

社化し、新たに設立する子会社へ当社が出資することを骨子とする事業提携に平成20年10月に合意しました。

　資源開発関連製品については、環境配慮型の新エンジンを搭載した「EX1200-６型」、AC（交流）駆動方式の採用に

より高い走行性能を実現したマイニングダンプトラック「EH3500ACⅡ」の積極的な拡販に取り組むと共に、本格稼動

を開始した常陸那珂臨港工場における生産能力を最大限活用し、需要の確実な取り込みに努めました。

　建設機械事業の連結売上高は、1,253億３千８百万円となりました。 　　

②産業車両事業

　産業車両では、バッテリー式フォークリフト等の新機種投入による新規市場の開拓、中国新工場の本格稼動による生

産能力増強など、売上拡大に積極的かつグローバルに展開してまいりました。また平成20年９月には、フォークリフト

のマザー工場である滋賀工場において、工場設立以来のフォークリフト累計出荷台数が50万台に達しました。

　しかしながら第３四半期に入り、世界同時不況はフォークリフト市場にも急速に広がり、需要の落ち込みはこれまで

に無い急激なものとなり、国内をはじめ、ほぼ全域で前年同期を大きく割り込んでおります。

　新興国においては金融引締めの影響から顧客の運転資金の調達が困難となり、キャンセルが発生する事態も起こっ

ており、各生産拠点では減産を余儀なくされています。

　産業車両事業の連結売上高は、206億６千９百万円となりました。

③半導体製造装置事業

　提出会社は、連結子会社であった日立建機ファインテック株式会社がこれまで培ってきた電気・電子分野の先端技

術を集約することにより、日立建機グループ製品の高度化と開発力の強化を目指すため、同社を平成20年10月１日付

で吸収合併しました。

　半導体製造装置事業の連結売上高は、１億２百万円となりました。
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所在地別セグメントの業績は次のとおりです。

①日本

　引き続く公共工事の抑制、住宅建設の減少に加え、企業収益の悪化に伴う設備投資の減少などにより、建設機械の需

要は前年同期に比べ大幅に減少しました。

　このような状況下、土木分野に加え、環境、資源、林業などの分野においても建設機械の需要を一層創出すべく、業種

別の専任営業力を強化し、売上の確保を図ってまいりました。

　連結売上高は、795億４千８百万円となりました。

②アジア

　中国では、油圧ショベル需要は、第２四半期までは比較的堅調に推移してまいりましたが、第３四半期に入り、沿岸部

において金融収縮の影響を受け住宅・不動産投資が減少し、加えてマイニング（鉱山）向け需要に関しては、10月以

降100日間にわたる鉱山の安全点検による採掘停止の影響等により、全域で建設機械需要は減少しました。

　日立建機（上海）有限公司では、新たな営業システム「HI-STEP」（営業の訪問および引合・受注管理システム）の

導入により営業力の向上を図ると共に、日立建機租賃（中国）有限公司による顧客ニーズに対応したファイナンスメ

ニューの提供により代理店支援の強化を図りました。  

　インドネシアでは、マイニング（鉱山）向けの大型機械需要が、引き続き堅調に推移しました。林業・パームオイル

向けの建設機械需要が好調に推移しておりましたが、第３四半期に入り、金融収縮、通貨下落などの影響を受け、急激

に建設機械需要が減少しました。今後、新たな需要開拓に向け、応用製品のラインアップを一層充実し拡販を図りま

す。

　また、インドでは、これまで好調に推移していましたが、第３四半期に入り金融収縮などの影響から、中小規模顧客の

買い控え、インフラプロジェクトの遅延などにより、建設機械需要が前年同期に比べ減少に転じました。このような状

況下、現在の高シェアを維持するため、新型油圧ショベルの市場投入などにより、売上拡大を目指してまいります。　

　連結売上高は、233億９百万円となりました。

③欧州

　欧州では、 金融収縮、住宅投資の減少などの影響を受け、建設機械の需要は、欧州全域において前年同期に比べ大幅

に減少しました。

　このような状況下、市場規模の大きいフランス、ドイツにおける代理店の強化など、各地域における拡販策を講じる

と共に、新型ホイールローダ「ZW」シリーズ及び新型ミニショベル「ZX U-３」シリーズのラインアップの充実を図

るなどシェアアップに取り組んでまいりました。

　ロシアでは、原油価格の下落、金融収縮などの影響を受け、建設機械需要は、８月以降、急激に減少し、油圧ショベルの

９月末在庫は、計画を大幅に上回りました。市場の変化に対応し、ロシア全域に販売網を持つ現地代理店の販売力を最

大限活用し、在庫を早期に圧縮し、適正水準を目指してまいります。

　中近東では、トルコにおいて平成20年１月の税制変更の影響などで建設機械需要が低下しました。その減少分を経済

活動が活発な湾岸諸国において補っていましたが、第３四半期に入り、湾岸諸国においても原油価格下落に伴うイン

フラ整備減少などの影響を受け、中近東全体では、建設機械の需要の伸長率が急速に鈍化しています。その中で、イラ

クにおいて当社の商品開発力を活かした泥上掘削機MA200の大口受注を獲得するなど、新たに販路を拡大しました。

　連結売上高は、201億８千１百万円となりました。

④米州

　公共工事関連投資は比較的堅調に推移したものの、金融収縮に伴う住宅建設、企業設備投資の減少などの影響を受

け、建設機械需要は前年同期に比べ引き続き減少しました。

　それに伴い、ディア日立コンストラクションマシナリーCorp.において生産調整を行い、適正在庫水準の維持に努め

ました。一方、油圧ショベル・ミニショベル共に前年よりもシェアの改善を図ることができました。

　連結売上高は、78億１千１百万円となりました。

⑤その他の地域

　アフリカでは、インフラ整備などに伴う建設機械需要が引き続き伸張し、また、マイニング（鉱山）向けの大型機械

需要も堅調に推移しました。今後のアフリカにおけるマイニング（鉱山）向け大型機械の一層の需要拡大を見据え、

ザンビアに新拠点を開設しました。　　

　連結売上高は、152億６千万円となりました。
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(2)キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は454億６千１百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益65億5千8百

万円、減価償却費93億３千６百万円、売上債権の減少207億９千万円及び仕入債務の増加257億５千６百万円が主な収

入として挙げられる一方、たな卸資産が592億９千８百万円と大幅に増加し資金が減少したことにより、268億５千５

百万円の支出となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、各製造拠点における第２四半期までの増産対応の設備投資を中心とした有

形固定資産の取得による支出99億２千万円が主なもので、無形固定資産の取得等による支出を合わせて111億７千７

百万円支出しました。

　この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと、投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・キャッ

シュ・フローは380億３千２百万円の支出となりました。　　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、フリー・キャッシュ・フローにおける支出への充当、長期借入金の返済、社

債の償還、並びに利息・配当金等の支払のため、短期借入金288億３千８百万円及び長期借入金285億７千３百万円を

調達しました。

　この結果、財務活動によるキャッシュ・フローは439億7千3百万円増加しました。

　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　今後の動向を見ますと、世界的な金融危機により、世界経済の先行きは、当面不透明な状況が続くものと思われます。

建設機械市場については、米国、欧州、日本に加え、これまで好調を維持してきた新興国においても需要が急激に減少

しており、世界総需要は引き続き低迷するものと見込まれます。

　当連結グループは、中期経営計画「創2010－For The New Stage」（平成19年度から平成22年度まで）において「"

グローバルトップ３"の地位を確固たるものにする」と同時に、「業界最高水準の利益体質の実現」を目指しており

ますが、現在の急激な市場変動を踏まえ、スピーディーかつ強力に各種施策に取り組んでまいります。

　建設機械市場が、これまでの需要拡大から減少に転ずる中で、各地域の状況に応じた生産調整を的確に実施し、在庫

の圧縮を図り、適正な在庫水準を目指します。マイニング（鉱山）向け大型機械については、本格稼動を開始した常陸

那珂臨港工場の生産能力を最大限活用し、需要を確実に獲得します。

　また、原油価格をはじめとする資源価格の動向に応じた資材費低減を強力に推進すると共に、固定費削減を徹底的に

実行することにより総原価の低減に努めます。

　さらに、新車需要の低迷が見込まれる中で、未開拓地域への新たな展開、当連結グループがソフト事業として位置付

ける中古車・再生品販売、部品販売及びサービスなどの強化を積極的にはかり、顧客満足度の向上並びに売上・収益

の拡大を目指します。

　以上の事業推進に当たり、当社は、当連結グループが果たすべき企業の社会的責任（CSR：Corporate Social

Responsibility）の重要性を常に認識し、現在推進中の中期経営計画の目標達成に邁進し、ブランド力の強化を図り、

もって企業価値の増大並びに株主価値の向上に努めます。

　株式会社の支配に関する基本方針について、提出会社は、株式の上場により、株式市場から事業運営の維持、事業の拡

大に必要とする資金の調達を行うと共に、株主、投資家及び株式市場から評価を受けております。提出会社は、こうし

た日々の評価に対して、提出会社及び当連結グループへの期待を認識し、緊張感のある経営を実践することが、企業価

値の向上に大きく寄与すると考えています。

　また、提出会社は、事業運営の独立性を保ちつつ、親会社である株式会社日立製作所のグループの一員として、基本理

念及びブランドを共有しており、基本的な経営方針の一体化が必要であると考えております。更に、同社及び同社グ

ループ各社が有する研究開発力、ブランド力その他の経営資源を有効に活用することが提出会社及び当連結グループ

の企業価値の一層の向上に資すると考えています。

　提出会社は、上記基本方針のもと、ガバナンス体制の構築及び経営計画の策定・推進に取り組み、企業価値の向上及

び広く株主全般に提供される価値の最大化を図ることとします。  
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(4)研究開発活動 

　当連結グループは、建設機械事業、産業車両事業において品質・信頼性の向上を基本として、新技術、新製品の早期開

発を積極的に推進しております。研究開発は、技術開発センタを主体に生産・開発統括本部内の各事業部の設計・製

造・検査部門の研究開発従事者をもって取り組んでおり、緊密な連携を取りながら、研究開発を推進しております。ま

た、開発技術分野に応じて、株式会社日立製作所の主要研究所、大学、国公立研究所との共同研究、依頼研究を通して、

人材育成を図りながら、高度な研究開発を行っております。

　なお、提出会社は、連結子会社であった日立建機ファインテック株式会社がこれまで培ってきた電気・電子分野の先

端技術を集約することにより、日立建機グループ製品の高度化と開発力の強化を目指すため、同社を平成20年10月１

日付で提出会社を存続会社とする合併を行いました。 

　当第３四半期連結会計期間の研究開発費は、建設機械事業39億４千２百万円、産業車両事業２億３千４百万円であり

ます。

①建設機械事業

　基軸製品である油圧ショベル、超大型ショベルに加え、ミニショベル、ホイールローダ、クレーン等において、次期排

ガス規制に対応する技術開発を進めているほか、「対環境」をキーワードに、クリーン化、省エネルギー化を考慮した

製品開発を進めております。また、生産性・品質向上や原価低減のための基盤技術開発を行っています。

　特に、建設機械の電動化に関しては、株式会社日立製作所のエレクトロニクス技術の支援を仰ぎ、精力的に推進して

います。平成19年度に製品化したフルバッテリー駆動の油圧ショベル（５t、７t）に引き続き、ハイブリッドショベル

（20tクラス）を製品化いたしました。ホイールローダにつきましても電動化技術を利用した次世代ホイールローダ

の開発を行っております。また、中型～超大型の電動ショベル（ケーブル付）の開発に取り組んでいるほか、株式会社

日立製作所の最新IGBTを搭載したAC（交流）駆動のダンプトラック（EH3500ACⅡ）を製品化し、発売を開始いたしま

した。これらの製品開発に際しては、解析主導型設計手法を駆使し、信頼性向上と研究開発効率の向上を図っておりま

す。

　「対環境」の観点からは、機械のクリーン化、省エネルギー化に積極的に取り組むと共に、人間尊重という広い対環

境視野、お客様の立場に立ち、振動・騒音低減、安全性向上、オペレータ負荷低減等の技術開発にも取り組んでおりま

す。

　また、情報技術関連では、機械の作業効率の向上、管理コスト低減を目的とした機械の予防保全、施工支援システムの

研究開発を推進しており、油圧ショベルをベースに開発した２本の腕を持つ双腕作業機（ASTACO）が、総務省消防庁

の「消防防災ロボット・高度な資機材等の研究開発、実用事例」で優秀賞を受賞しております。

　当第３四半期連結会計期間の主な成果は、次のとおりであります。

　　後方超小旋回型ミニショベル　　ZX27U-３、ZX30U-３、ZX35U-３、ZX40U-３、ZX50U-３

　　超小旋回型小型油圧ショベル　　ZX75UR-３

　　自走式土質改良機　　　　　　　SR2000G 

　　タイヤローラ　　　　　　　　　CP220-３

②産業車両事業

　連結子会社であるTCM株式会社は、ディーゼル車排ガス規制及びガソリン車排ガス規制に対応するため、それぞれ環

境対応の新エンジンを搭載するエンジン式フォークリフトの開発に取り組んでおります。また、需要の増加するバッ

テリー式フォークリフトについても、稼働時間、安全性、操作性、居住性等の向上を図るべく開発を進めております。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期末連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設等につい

て重要な変更があったものは、次のとおりであります。

変更

　建設機械事業において、提出会社の土浦工場・霞ヶ浦工場及び常陸那珂工場の製造装置を増強する計画につい

ては当初投資予定額をそれぞれ218億５千万円、49億３千２百万円としておりましたが、計画の見直しにより、そ

れぞれ158億１千５百万円、32億４千５百万円に変更しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 700,000,000

計 700,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月12日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 215,115,038 215,115,038

株式会社東京証券取引所

市場第一部

株式会社大阪証券取引所

市場第一部

単元株式数100株

計 215,115,038 215,115,038 ― ―
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（２）【新株予約権等の状況】

　当社は、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権並びに平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ

21の規定に基づく新株予約権を付与しております。

①　平成12年６月29日の株主総会特別決議による新株引受権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） －

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 564

新株予約権の行使期間
自平成14年７月１日

至平成22年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　564

資本組入額　　　　282

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は使用人の地位を失っ

た後も、権利付与契約に定める条件により、新株引受権を

行使することができる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
権利を第三者に譲渡、質入れ、その他の処分をすることがで

きない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　平成19年７月31日に執行役社長の権限として公募及び第三者割当による新株式を発行することを決定し、平成19

年８月15日に新株式19,000,000株を発行したことにより、平成19年８月15日付で払込金額が564円に、発行価格

が564円に調整され、これに伴い資本組入額が282円に変更されております。
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②　平成14年６月27日の株主総会特別決議による新株予約権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 30

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 413

新株予約権の行使期間
自平成16年７月１日

至平成24年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　413

資本組入額　　　　207

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は使用人又は連結子会

社の取締役の地位を失った後も、権利付与契約に定める

条件により、新株予約権を行使することができる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　平成19年７月31日に執行役社長の権限として公募及び第三者割当による新株式を発行することを決定し、平成19

年８月15日に新株式19,000,000株を発行したことにより、平成19年８月15日付で払込金額が413円に、発行価格

が413円に調整され、これに伴い資本組入額が207円に変更されております。
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③　平成15年６月26日の株主総会特別決議による新株予約権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 51

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 51,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,211

新株予約権の行使期間
自平成17年７月１日

至平成25年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,211

資本組入額　　　　606

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は使用人又は連結子会

社の取締役の地位を失った後も、権利付与契約に定める

条件により、新株予約権を行使することができる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　平成19年７月31日に執行役社長の権限として公募及び第三者割当による新株式を発行することを決定し、平成19

年８月15日に新株式19,000,000株を発行したことにより、平成19年８月15日付で払込金額が1,211円に、発行価

格が1,211円に調整され、これに伴い資本組入額が606円に変更されております。
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④　平成16年６月29日の株主総会特別決議による新株予約権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 145

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 145,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,325

新株予約権の行使期間
自平成18年７月１日

至平成26年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,325

資本組入額　　　　663

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は執行役又は使用人又

は連結子会社の取締役の地位を失った後も、権利付与契

約に定める条件により、新株予約権を行使することがで

きる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　平成19年７月31日に執行役社長の権限として公募及び第三者割当による新株式を発行することを決定し、平成19

年８月15日に新株式19,000,000株を発行したことにより、平成19年８月15日付で払込金額が1,325円に、発行価

格が1,325円に調整され、これに伴い資本組入額が663円に変更されております。
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⑤　平成17年６月28日の株主総会特別決議による新株予約権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 3,201

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 320,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,557

新株予約権の行使期間
自平成19年７月１日

至平成27年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）
（注）１

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は執行役又は使用人又

は連結子会社の取締役の地位を失った後も、権利付与契

約に定める条件により、新株予約権を行使することがで

きる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権の行使による株式発行については、自己株式を充当することとなったため、発行価格及び資本金組

入額は定めておりません。

２　平成19年７月31日に執行役社長の権限として公募及び第三者割当による新株式を発行することを決定し、平

成19年８月15日に新株式19,000,000株を発行したことにより、平成19年８月15日付で払込金額が1,557円に

調整されております。
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⑥　平成18年６月26日の株主総会特別決議による新株予約権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 3,050

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 305,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,728

新株予約権の行使期間
自平成20年７月29日

至平成28年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）
（注）１

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は執行役又は使用人又

は連結子会社の取締役の地位を失った後も、権利付与契

約に定める条件により、新株予約権を行使することがで

きる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権の行使による株式発行については、自己株式を充当することとなったため、発行価格及び資本金組

入額は定めておりません。

２　平成19年７月31日に執行役社長の権限として公募及び第三者割当による新株式を発行することを決定し、平

成19年８月15日に新株式19,000,000株を発行したことにより、平成19年８月15日付で払込金額が2,728円に

調整されております。
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⑦　平成19年６月25日の株主総会特別決議による新株予約権付与

 
第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 3,320

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類
　普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 332,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4,930

新株予約権の行使期間
自平成21年７月１日

至平成29年６月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）
　（注）

新株予約権の行使の条件

１　権利を付与された者は、取締役又は執行役又は使用人又

は連結子会社の取締役の地位を失った後も、権利付与契

約に定める条件により、新株予約権を行使することがで

きる。

２　権利を付与された者が死亡した場合は、権利付与契約に

定める条件により２年間に限り、相続人がこれを行使す

ることができる。

３　権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲

渡、質入れ、その他の処分をすることができない。

４　この他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する権

利付与契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　新株予約権の行使による株式発行については、自己株式を充当することとなったため、発行価格及び資本金組入

額は定めておりません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日　
0 215,115,038 0 81,577 0 81,084
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（５）【大株主の状況】

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

 

（６）【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、　　　

記載することができないことから、直前の基準日（平成20年9月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　

1,198,700

－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）
普通株式

213,756,100

    

2,137,561
同上

単元未満株式
普通株式

160,238
－

１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 215,115,038 － －

総株主の議決権 － 2,137,561 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,100株（議決権の数61個）含まれて

おります。

２　「単元未満株式」の欄には、自己名義の株式が64株含まれております。

②【自己株式等】

 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日立建機株式会社

東京都文京区後楽

二丁目５番１号
1,198,700 0 1,198,700 0.56

計 － 1,198,700 0 1,198,700 0.56

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

平成20年
５月

平成20年
６月

平成20年
７月

平成20年
８月

平成20年
９月

平成20年
10月

平成20年
11月

平成20年
12月

最高（円） 3,360 3,660 3,830 3,300 2,780 2,655 2,580 1,381 1,156

最低（円） 2,455 3,170 2,955 2,755 2,460 2,065 735 831 844

　（注）　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　　　（１）執行役の状況

　　①退任執行役

役名 職名 氏名 退任年月日

　執行役常務
開発・生産統括本部長兼品

質保証本部長兼環境本部長　
平田　東一　 平成20年７月31日

　

　　②職名の異動

役　名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

　執行役常務
開発・生産統括本部長兼PDI本部長兼

品質保証本部長兼環境本部長
― 三原　新一　 平成20年８月１日

　執　行　役 ― PDI本部長 岩瀬　善美　 平成20年８月１日

（注）１　三原新一は、平成20年７月31日付で連結子会社である株式会社日立建機ティエラの代表取締役社長を退任いた

しました。

２　岩瀬善美は、平成20年８月１日付で連結子会社である株式会社日立建機ティエラの代表取締役社長に就任いた

しました。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　提出会社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第２四半期連結会計期間（平成20年7月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成

20年４月１日から平成20年９月30日まで）から「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正

する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半

期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

２．監査証明について

　提出会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 45,468 53,264

受取手形及び売掛金 ※1
 176,912 238,851

商品及び製品 194,733 148,293

仕掛品 75,230 35,348

原材料及び貯蔵品 21,754 23,331

その他 72,425 66,594

貸倒引当金 △7,823 △7,710

流動資産合計 578,699 557,971

固定資産

有形固定資産

賃貸用営業資産（純額） ※2
 42,495

※2
 35,940

建物及び構築物（純額） ※2
 62,082

※2
 46,798

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 46,284

※2
 38,841

工具、器具及び備品（純額） ※2
 7,894

※2
 6,714

土地 55,565 54,917

建設仮勘定 9,508 21,377

有形固定資産合計 223,828 204,587

無形固定資産

のれん 5,475 6,998

ソフトウエア 15,538 10,725

その他 1,807 1,589

無形固定資産合計 22,820 19,312

投資その他の資産

投資有価証券 23,893 26,736

その他 27,459 25,615

貸倒引当金 △1,869 △1,125

投資その他の資産合計 49,483 51,226

固定資産合計 296,131 275,125

資産合計 874,830 833,096
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 176,987 166,517

短期借入金 163,828 125,184

1年内償還予定の社債 500 13,000

未払法人税等 6,551 21,038

その他 ※1
 67,890 76,331

流動負債合計 415,756 402,070

固定負債

社債 1,500 2,000

長期借入金 79,369 50,466

退職給付引当金 12,106 12,085

その他 22,238 19,857

固定負債合計 115,213 84,408

負債合計 530,969 486,478

純資産の部

株主資本

資本金 81,577 81,577

資本剰余金 81,084 81,084

利益剰余金 166,924 150,942

自己株式 △2,961 △2,856

株主資本合計 326,624 310,747

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 274 722

繰延ヘッジ損益 1,796 974

為替換算調整勘定 △22,631 △3,084

評価・換算差額等合計 △20,561 △1,388

新株予約権 679 415

少数株主持分 37,119 36,844

純資産合計 343,861 346,618

負債純資産合計 874,830 833,096
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 600,161

売上原価 ※1
 429,451

売上総利益 170,710

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 18,063

従業員給料及び手当 32,281

研究開発費 ※1
 10,215

その他 53,404

販売費及び一般管理費合計 113,963

営業利益 56,747

営業外収益

受取利息 3,433

割賦販売受取利息 587

受取配当金 147

その他 5,056

営業外収益合計 9,223

営業外費用

支払利息 6,104

為替差損 85

持分法による投資損失 59

その他 4,933

営業外費用合計 11,181

経常利益 54,789

特別損失

投資有価証券評価損 3,377

たな卸資産評価損 142

特別損失合計 3,519

税金等調整前四半期純利益 51,270

法人税等 20,353

少数株主利益 5,466

四半期純利益 25,451
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 146,109

売上原価 ※1
 100,897

売上総利益 45,212

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 5,221

従業員給料及び手当 9,564

研究開発費 ※1
 3,728

その他 17,081

販売費及び一般管理費合計 35,594

営業利益 9,618

営業外収益

受取利息 543

割賦販売受取利息 187

受取配当金 5

為替差益 1,383

その他 1,951

営業外収益合計 4,069

営業外費用

支払利息 2,076

持分法による投資損失 885

その他 1,389

営業外費用合計 4,350

経常利益 9,337

特別損失

投資有価証券評価損 2,779

特別損失合計 2,779

税金等調整前四半期純利益 6,558

法人税等 4,079

少数株主利益又は少数株主損失（△） △747

四半期純利益 3,226
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 51,270

減価償却費 24,836

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,495

受取利息及び受取配当金 △3,580

支払利息 6,104

持分法による投資損益（△は益） 62

売上債権の増減額（△は増加） 39,189

たな卸資産の増減額（△は増加） △122,612

賃貸用営業資産の取得による支出 △10,202

賃貸用営業資産の資産の売却による収入 2,100

仕入債務の増減額（△は減少） 39,973

有形固定資産売却損益（△は益） △2,054

投資有価証券評価損益（△は益） 3,377

その他 △20,187

小計 9,771

法人税等の支払額 △31,457

営業活動によるキャッシュ・フロー △21,686

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △41,223

有形固定資産の売却による収入 576

無形固定資産の取得による支出 △6,181

投資有価証券の取得による支出 △4,152

利息及び配当金の受取額 3,673

持分法適用会社よりの配当金受取額 890

その他 △734

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,151
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 55,060

長期借入れによる収入 41,954

長期借入金の返済による支出 △12,394

リース債務の返済による支出 △1,813

社債の償還による支出 △13,000

利息の支払額 △6,548

配当金の支払額 △9,411

少数株主への配当金の支払額 △3,538

少数株主からの払込みによる収入 71

自己株式の売却による収入 82

自己株式の取得による支出 △245

財務活動によるキャッシュ・フロー 50,218

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,646

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △23,265

現金及び現金同等物の期首残高 68,726

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 45,461
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更　　

　(１)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法又は

個別法に基づく低価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日)が適用さ

れたことに伴い、主として移動平均法または個別法による原価法(貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)により算定しております。こ

の基準の変更が損益に与える影響は軽微であります。

  なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

 

 

　(２)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号　平成18年５月17日)を適用し、連

結決算上必要な修正を行っております。この基準の変更が損益に与える影響は軽微

であります。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

 　(３)リ－ス取引に関する会計基準の適用

（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13号（平成5年6月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月30日

改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、　平成19年

3月30日改正））を第１四半期連結会計期間から早期に適用し、通常の売買取引に

係る会計処理によっております。

　また所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、リース取引を主たる業としている国内連結子会社を除き、通常

の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。　

（貸主側）

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第13号（平成5年6月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月30

日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、　平成19

年3月30日改正））を第１四半期連結会計期間から早期に適用し、通常の売買取引

に係る会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、リース取引を主たる業としている国内連結子会社を除き、通常

の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　この基準の変更が損益に与える影響は軽微であります。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

２．追加情報 　（有形固定資産の耐用年数の変更）

　第１四半期連結会計期間より提出会社及び国内連結子会社は、法人税法の改正を

契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置等の耐用年数を変更してお

ります。この変更により営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれ

ぞれ1,317百万円増加しています。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．棚卸資産の評価方法   第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計

年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の

算定方法　

　固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予

定額を期間按分する方法によっております。

  なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

３．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著し

い変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積

高を算定しております。

４．繰延税金資産および繰延

税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生の状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度

において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によってお

り、前連結会計年度以降に経営環境等に著しい変化があるか、又は、一時差異等の発生の

状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度末において使用した将来の業

績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方

法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．税金費用の計算　 　税金費用については、第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

  ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果と

なる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

*１ 第３四半期連結会計期間の末日は金融機関が休日であ

    りますが、四半期連結会計期間末日満期手形について

    は、満期日に決済が行われたものとして処理しており

    ます。

　　 四半期末残高から除かれている四半期連結会計期間

   末日満期手形残高は以下のとおりです。 

　 受取手形  　　　　　　　　　　　　　 2,797百万円

　 支払手形                             3,790

　 設備関係支払手形                       241

 

２ 有形固定資産減価償却累計額      214,535百万円

*１      　　　　　　　－

       　　　　

 

 

 

 

  

 

 

 

２ 有形固定資産減価償却累計額 198,150百万円

 

３ 保証債務

(イ) 関係会社等の金融機関からの借入金に対して債務保

     証等をおこなっております。

 

３ 保証債務

(イ) 関係会社等の金融機関からの借入金に対して債務保

     証等をおこなっております。

日立建機（上海）有限公司の顧客 19,296百万円

その他 142

合計 19,438

 

日立建機（上海）有限公司の顧客 10,387百万円

安徽ＴＣＭ叉車有限公司 1,007

その他 213

合計 11,607

(ロ) 下記会社の金融機関からの借入金に対して保証予約

を行っております。

(ロ) 下記会社の金融機関からの借入金に対して保証予約

を行っております。

株式会社マルタツ    513百万円

 

株式会社マルタツ 525百万円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

*１　一般管理費及び当四半期製造費用に含まれる研究開発費は、11,576百万円であります。

 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

*１　一般管理費及び当四半期製造費用に含まれる研究開発費は、4,176百万円であります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

*１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

現金及び預金勘定  45,468百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △7

現金及び現金同等物 45,461
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成

20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　　215,115,038株　

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　　1,291,183株　

 

３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当第３四半期
連結会計期間
末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

増加 減少
当第３四半
期連結会計
期間末

提出会社 平成18年新株予約権 普通株式 － － － － 267

提出会社 平成19年新株予約権 普通株式 － － － － 291

（連結子会社）

ＴＣＭ株式会社

　

－　 　－ 121

合計 － － － － 679

　（注）平成19年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額　

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月22日

取締役会
普通株式 利益剰余金 4,705 22平成20年３月31日平成20年５月23日

平成20年10月28日

取締役会
普通株式 利益剰余金 4,706 22平成20年９月30日平成20年12月１日

　（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

 　　　　  該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

リース取引を主たる業としている国内連結子会社を除き、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結

会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

 

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日） 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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（デリバティブ取引関係）

　対象となる通貨のデリバティブ取引が、企業集団の事業運営において重要なものとなっており、かつ当該取引の契

約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

種類
当第3四半期連結会計期間（平成20年12月31日）

契約額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引    

為替予約取引    

売建    

円 938 939 △1

米ドル 51,476 44,184 7,292

ユーロ 27,567 22,171 5,396

買建    

円 4,828 5,656 828

米ドル 1,375 1,494 119

ユーロ 2 2 0

インドネシアルピア 765 743 △22

通貨オプション取引    

買建    

円

（オプション料）

1,707

(－)
0 0

米ドル

（オプション料）

1,040

(－)
0 0

ユーロ

（オプション料）

469

(－)
7 7

売建    

円

（オプション料）

1,707

(－)
446 446

米ドル

（オプション料）

1,040

(－)
46 46

ユーロ

（オプション料）

516

(－)
19 19

合計 － － 14.130

　（注）１　期末の為替相場は先物相場を使用しております。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

１．当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　68百万円

 

２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
建設機械
事業

（百万円）

産業車両
事業

（百万円）

半導体製造
装置事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 125,33820,669  102 146,109     146,109

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 0 346 346 (346)     

計  125,33820,669  448  146,455 (346)  146,109

営業利益又は営業損失(△)  9,606  △1  13  9,618 0  9,618

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
建設機械
事業

（百万円）

産業車両
事業

（百万円）

半導体製造
装置事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 532,53066,856 775 600,161     600,161

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
15 0 1,114 1,129 (1,129)     

計 532,54566,856 1,889 601,290(1,129) 600,161

営業利益又は営業損失(△) 55,423 1,340 △17 56,746 1 56,747

　（注）１　事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1）建設機械事業……油圧ショベル、ミニショベル、ホイールローダ、クローラクレーン

(2）産業車両事業……フォークリフト、トランスファークレーン、コンテナキャリア

(3）半導体製造装置事業……超音波探査映像装置、原子間力顕微鏡装置

３　ＴＣＭ株式会社において、業務管理システムおよび業績管理方法を一部変更したことに伴い、従来配賦不能営

業費用としていたＴＣＭ株式会社の本社の管理部門に係る費用を見直し、事業の種類別セグメントをより適

正に表示するため、第1四半期連結会計期間より当該費用を各セグメントに配賦しております。

この結果、営業利益は、建設機械事業が469百万円、産業車両事業が1,477百万円それぞれ減少し、「消去又は

全社」が1,946百万円増加しております。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１（１）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会

計基準第９号）を適用しております。この基準の変更が損益に与える影響は軽微であります。

５　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１（２）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計

基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用しております。この基準の変更が損益に与える

影響は軽微であります。

６　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１（３）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年3月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年3月30日改正））

を適用しております。この基準の変更が損益に与える影響は軽微であります。

７　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載の通り、法人税法の改正を契機

として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置等の耐用年数を変更しております。

　この変更により、「建設機械事業」で営業利益は1,443百万円増加、「産業車両事業」で126百万円減少して

おります。

 

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

米州
（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                 
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日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

米州
（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

(1）外部顧客に対する

    売上高
79,54823,30920,1817,81115,260146,109    146,109

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
57,8356,274 729 6,287 12 71,137(71,137)     

計 137,38329,58320,91014,09815,272217,246(71,137) 146,109

営業利益又は営業損失(△) △1,6633,536△1,339 889 1,1142,5377,081 9,618

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

米州
（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                 

(1）外部顧客に対する

    売上高
259,711108,578120,34836,21775,307600,161    600,161

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
234,74021,3418,12716,538 36 280,782(280,782)     

計 494,451129,919128,47552,75575,343880,943(280,782) 600,161

営業利益又は営業損失(△) 19,89217,1765,2533,7276,67452,7224,025 56,747

　（注）１　国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア……………中国、インドネシア、シンガポール、タイ、マレーシア

(2）欧州………………オランダ、フランス、イギリス

(3）米州………………米国、カナダ

(4）その他の地域……オーストラリア、ニュージーランド、南アフリカ共和国

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１（１）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会

計基準第９号）を適用しております。この基準の変更が損益に与える影響は軽微であります。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１（２）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計

基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用しております。この基準の変更が損益に与える

影響は軽微であります。

５　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１（３）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年3月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、　平成19年3月30日改

正））を適用しております。この基準の変更が損益に与える影響は軽微であります。

６　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載の通り、法人税法の改正を契機

として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置等の耐用年数を変更しております。

　この変更により、「日本」で営業利益は1,317百万円増加しております。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 米州 欧阿中近東 豪亜 中国 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 17,777 27,165 31,397 19,443 95,782

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 146,109

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
12.2 18.6 21.5 13.3 65.6

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 米州 欧阿中近東 豪亜 中国 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 63,852 164,922 122,185 89,693 440,652

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 600,161

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
10.6 27.5 20.4 14.9 73.4

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）米州………………米国、カナダ

(2）欧阿中近東………オランダ、イギリス、イタリア、南アフリカ共和国、アラブ首長国連邦

(3）豪亜………………インドネシア、オーストラリア、ニュージーランド

(4）中国………………中国

３　海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,431.38円 １株当たり純資産額 1,446.55円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 119.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額
118.87円

１株当たり四半期純利益金額 15.08円

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額
15.08円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 25,451 3,226

普通株主に帰属しない金額（百万円） 0 0

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 25,451 3,226

期中平均株式数（株） 213,877,429 213,870,185

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用

いられた普通株式増加数（株）

新株予約権　

    

    

239,001

    

    

22,290

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

平成18年６月26日の株主総会特

別決議による新株予約権(新株

予約権の数3,050個)。

なお、この概要は「新株予約権

の状況」に記載のとおりであり

ます。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成15年６月26日の株主総会特

別決議による新株予約権(新株

予約権の数   51個)。        

平成16年６月29日の株主総会特

別決議による新株予約権(新株

予約権の数  145個)。       平

成17年６月28日の株主総会特別

決議による新株予約権(新株予

約権の数 3,201個)。　　　　　　

平成18年６月26日の株主総会特

別決議による新株予約権(新株

予約権の数3,050個)。

なお、この概要は「新株予約権

の状況」に記載のとおりであり

ます。
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（重要な後発事象）

　提出会社は、平成21年１月28日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定による定款の定めに

基づき、自己株式を取得することを決議しました。

(１)取得の理由　

　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。

(２)取得する株式の種類

　　普通株式　

(３)取得する株式の総数

　　9,000,000株（上限）

(４)取得価額の総額

　　8,000百万円（上限）

(５)取得期間

　　平成21年１月29日から平成21年３月25日まで 
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２【その他】

　（剰余金の配当）

　平成20年10月28日開催の取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または

記録された株主(実質株主含む)に対し、剰余金の配当(中間配当)を行うことを次のとおり決議しました。

① 配当財産の種類および帳簿価額の総額　　　　　　金銭による配当　総額　4,706百万円

② 株主に対する配当財産の割当てに関する事項　　　１株当たり配当額　　　　 22円

③ 当該剰余金の配当がその効力を生ずる日　　　　　平成20年12月１日 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月10日

日立建機株式会社

執行役社長　　木川　理二郎　殿

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 辻　　幸一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大内田　敬　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立建機株式会

社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２０年１０月１

日から平成２０年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年１２月３１日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立建機株式会社及び連結子会社の平成２０年１２月３１日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別　途保

管しております。

　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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